





A study on the process of community formation and acquaintanceship formation in the
temporary housing
―Through a case in B temporary housing complex of A city, Miyagi Prefecture―
厳 爽
Shuang YAN
This is a case study in B temporary housing complex in A city, a disaster area of the Great East
Japan Earthquake, where a good community is being formed. The survey was conducted through in-
terviews with residents of the temporary housing. The aim of this study is to organize the process
forming a new community through the 5year livelihood in the temporary housing and to clarify
relationship between the community formation and the process becoming comfortable with the new
living environment in the temporary housing complex. In addition, a significance of the acquaintan-
ceship under such situation after large-scale disasters was also considered at the same time.
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1. 研究の背景と目的
2011年 3 月11日、宮城県牡鹿半島の東南東沖 130 km、
仙台市の東方沖 70 km の太平洋の海底を震源とする東北
地方太平洋沖地震（東日本大震災）が発生した。最大震度
は宮城県栗原市で観測された震度 7 であり、宮城・福
島・茨城・栃木・岩手・群馬・埼玉・千葉の 8 県で震度 6




























































































































の知人、友人がいる人」は 4 人、「5 人以上の知人、友人
がいる人」は 2 人であった。「人間関係が継続されていた」






























































後に友人 5, 6 人と集会所で縫い物をしながらお茶飲みを
するのが恒例となっている。B 団地という環境になじんで
いるといえる。


















S 氏と IK 氏は、B 団地外に友人のネットワークを持っ



































































ており、4 人中 3 人が自治会で役員を務めている。イベン















一方で、現在の地域活動には 6 人中 5 人が積極的に参
加しており、3 人は自治会で何らかの役割を担っている。
イベント参加、集会所利用については 6 人中 5 人が積極











5 人中 4 人が震災前までの地域活動に参加しており、そ
のうち 2 人は役員も務めていた。他の 2 人はあくまでも
義務的ではあるが必要最低限の活動はしていた。しかし現
在の地域活動に対しては 5 人中 4 人が消極的な姿勢であ
る。主な理由として「地元の地域活動優先」、「時間的余裕
がなく不参加」等が挙げられている。
OH 氏と OS 氏は震災前と現在の勤務体制に変わりはな
いが「仮設住宅は仮住まい」という意識が強く、現在の地
域活動への参加意義を感じていない。イベント参加につい





























「マイナス意識層」の 5 人中 4 人はすでに退去の予定が
決まっていた。その 4 人のうち 3 人が就労者である。具
体的な予定は立っていない人も、次のステップに進み、恒
久住宅での自立した生活に対する前向きな発言がヒアリン
グでも示された。この層の居住者は、仮設住宅での生活は
あくまで過渡期の仮の住まいである意識が強く、気持ちは
仮設後の生活に向いているといえる。
以上の考察からは、近所付き合いに積極的な人ほど新し
い生活環境へのなじみ度合いが高く、また単身高齢者が多
いことが明らかになった。一方で、近所付き合いに消極的
な居住者は「仮設団地」という環境にあえて「なじまない
ように」心掛けている傾向があり、自立再建に対する意識
も高い傾向にあることも明らかになった。
単身高齢者は引きこもり防止のため自ら積極的に地域活
動に参加し、環境になじみ、良好な人間関係を築いてい
る。その一方で現在の良好な人間関係が崩れることを恐
れ、新しい環境に移行することに対しては不安があり、自
立再建に対する意識も低くなるという傾向が明らかになっ
た。近所付き合いに対して消極的な層は主に就労者であ
り、経済的余裕があるがために自立再建に対しても前向き
である。
4. 結論
「未曾有」の被害と言われる大震災だが、復興において
も「未曾有」といえるほど長い期間を要している。5 年も
続く仮設住宅での生活のなかでは、新たなコミュニティも
形成され、仮ではあるもののその環境に居住者がなじんで
いく姿を捉えた。以下に、これらの考察を要約する。
◯１ コミュニティの形成にはキーパーソン（ヒト）の存在、
幅広い年代の居住者が楽しめる活動やイベント（コト）
の開催、人が日常的に集まれる「場」（モノ＋場）の
存在が重要な役割を果たす。
◯２ コミュニティ形成の初期段階においては、キーパーソ
ンの発掘、コミュニティの場の構築を含めた自治体行
政による働き掛け及び人的、物的サポートが不可欠で
ある。
◯３ 過去の人間関係の継続と新しい生活環境の中での人間
17
仮設住宅におけるコミュニティの形成と「なじみ」のプロセスに関する考察（厳）
関係の形成とに相関はみられなかった。
◯４ 新たな人間関係の形成のきっかけとなる要素は「ヒ
ト、モノ、コト」である。
◯５ 無職単身高齢者は近所付き合いの意識も高く、環境に
もなじみやすい。一方で、就労家族世帯は仕事・家族
中心の生活を送っており、近所付き合いの意識が低い。
◯６ B 団地では住棟の配置、住戸の間取りにおいて特にコ
ミュニティの形成を意識した計画設計とはなっておら
ず、多世帯によるコミュニティの形成は難しい。
◯７ 多世帯によるコミュニティを形成させていくために
は、集会所のような目的的に人と会うためだけではな
く、日常生活の中でさり気なく他者と出会える空間計
画も必要である。
今回の調査を通して、「ヒト」、「コト」、「モノ＋場」の
工夫によって、仮設住宅でのコミュニティが形成されてい
ること、またそのことが単身高齢者の環境へのなじみを促
す役割を果たしていることが明らかになった。一方で、仮
設という環境になじんでしまっている居住者のなかには、
なじみの裏返しとしてこのコミュニティへの依存心が芽生
えてきていることも垣間見ることができた。このような依
存心が自立再建という次のステップに進むことの妨げにな
っている側面もある。
このような状況が生じてしまったのは「仮設住宅生活の
長期化による弊害」の一つとして指摘しておきたい。この
ことは恒久住宅への移行の際に、仮設住宅で形成された人
間関係の継続、コミュニティの維持に配慮した対策を講じ
ることがきわめて重要であることも示している。
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